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➢ 地方公務員数は平成 6 年（1994 年）の

328.2 万人をピークに減少。平成 28 年

（2016 年）には 273.7 万人になった（平成

6年（1994 年）比 83.2％）。 

➢ 仙台市の職員数は平成 9年（1997 年）年の

11,289 人をピークに減少。平成 29年（2017

年）には 9,427 人になった（平成 9年（1997

年比 83.5％）。 

➢ 2040 年にかけて、生産年齢人口の減少が

加速。 

➢ 仙台市においても、2040 年にかけて、生産

年齢人口の減少が加速。 

 

 

 

 ◆公務員数は減少 

 全 国   本 市

 

 

 

 

 

 

 ◆ 年齢別入院・外来・介護ニーズ（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆生産年齢人口の減少が続く 

 全 国   本 市

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省自治行政局（2018）「自治体戦略2040 構想研究会（第８回）事務局提出資料」、17貢 

出典：仙台市市民局「仙台市統計書」 

注：2017 年の職員数には県費負担教職員の権限移譲による市立小・中学校等の教職員分（4,774 人）を含まない 
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◆自治体職員数は今後減少する試算 

➢ 「定員回帰指標」（地方公共団体定員管理研究会（総務省））により、2040 年の職員数を試算す

ると、人口減少に伴い、平成 25 年（2013 年）から 9.1％程度減少（指定都市）。 

➢ 高齢化に伴う人的サービスの増加を想定すると、より少ない職員での行政サービス提供が重要に。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆歳入面では頭打ち、歳出面では義務的経費が増加してきた（仙台市） 

➢ 仙台市の財政は、歳入面では平成 11 年（1999 年）頃から主要一般財源の頭打ちの状況が続く一

方、歳出面では義務的経費（人件費、扶助費、公債費）の増加を投資的経費の削減で対応してきて

いる。 

➢ 財政構造の弾力性を示す経常収支比率も悪化傾向が続いており、近年では扶助費の増加などによ

り上昇傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：仙台市財政局（2017）「平成 30年度予算編成方針」 

出典：総務省自治行政局（2018）「自治体戦略2040 構想研究会（第８回）事務局提出資料」、18貢 

（2016） （1999） （2016） （年度） （年度） 
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◆歳入面では横ばい、歳出面では社会保障・公共施設にかかる経費が増加見込み 

➢ 予算規模は、復興事業の進捗に伴い逓減する一方、平成 29 年度（2017 年度）から県費負担教職

員給与が移譲されたことにより大きく増加し、今後も震災前の水準を上回る規模で推移する見通し。 

➢ 歳入面では、市税や地方交付税等の主要一般財源は概ね横ばいで推移する見込み。 

➢ 歳出面では、復興事業費が減少していく一方で、保育需要や高齢化の進展等による社会保障関係

費や、インフラを含む公共施設の長寿命化対策及び更新にかかる経費が確実に増加していく見込み。 

➢ 2019 年度から 2021 年度までの３年間の収支差は約 812 億円となる見通し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆人口減少・高齢化により、歳入・歳出両面に影響が出る 

➢ 所得や地価が減少・下落すれば地方税収が減少する。社会保障に係る経費（民生費）は増大が想

定される。 

➢ 老朽化した公共施設・インフラの更新費用（土木費・農林水産費・教育費）の増大が想定される。 

 

 

 

 

 

出典：仙台市財政局（2017）「仙台市の財政見通しと今後の財政運営」 

出典：総務省自治行政局（2018）「自治体戦略2040 構想研究会（第８回）事務局提出資料」、26貢 

仙台市の財政見通し 

今後の人口推移が財政に与える影響（全国） 



- 60 - 

◆公共施設の老朽化が進んでいる 

➢ 用途別の内訳を見ると、学校教育施設が約４割、次いで市営住宅が約２割を占めている。 

➢ 築 30 年以上の施設が４割を超えており、今後は、老朽化の進むこれらの施設の維持・保全にか

かる経費が膨大になることが予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆公共施設の長寿命化による施設コストの縮減・平準化 

➢ 現状を継続した場合の将来的な財政負担推計では、将来的な施設コストは年間 844 億円必要であ

り、現在の財政負担水準（601 億円）と比較し 243 億円不足している（従来ケース）。 

➢ 長寿命化の推進を反映した将来的な財政負担推計では、年間当たりの施設コストは 844 億円から

632 億円に縮減でき、不足する事業費の規模は年間 31 億円程度となる見込み（長寿命化ケース）。 

➢ 「大切に長く使う」ことにより、改修に要する費用の合計は増加するものの更新時期が繰り延べ

られ、本市全体での施設コストは縮減かつ平準化を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：仙台市財政局（2018）「平成 29年度仙台市公共施設の「見える化」－ 公共施設のいま －」 

出典：仙台市財政局（2014）「仙台市公共施設マネジメントプラン」 
（2015） （2015） 

（2016） （1996） （1989） 
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将来見通し   －市役所経営－ 

 

 

職員確保の困難化 
 

●人口の減少とともに、公的部門と民間部門で少ない労働力を分かち合う必要がある一方、高齢化に

伴う人的サービスの増加を想定すると、より効率的な行政サービス提供が重要になる。 

社会保障関係費の増加 
 

●歳入は、今後数年間、市税や地方交付税等の主要一般財源は横ばいで推移する見込み。 

●歳出は、今後数年間、保育需要や高齢化の進展等による社会保障関係費が確実に増加していく見込

み。 

公共施設の老朽化 
 

●老朽化した公共施設・インフラの更新費用（土木費・農林水産費・教育費）の増大が想定されるが、

インフラ・公共施設の長寿命化対策により、本市全体での施設コストは縮減かつ平準化する見込み。 
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